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①　生活保護の実施状況

1　生活保護の状況（令和６年３月）

2　世帯類型別被保護世帯数（令和６年３月）

※保護停止中の4世帯を除く

3　扶助費別受給状況
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年間扶助額

(円) (円)

月平均額

1.63%

計

1,46775 127

被保護世帯数 被保護者数 保護率 福岡県の保護率 全国の保護率

1,471世帯 2,016人 5.91% 2.32%

8.7% 7.2% 16.5%

高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他世帯

―

世帯数 917

扶助の種類
受給世帯数

(令和６年３月)

構成比 62.5% 5.1%

106 242

生活扶助 786,523,911 65,543,659 1,300

住宅扶助 242,664,909 20,222,076 1,049

生業扶助

教育扶助 14,760,755 1,230,063 86

介護扶助 73,989,316 6,165,776 376

医療扶助 2,019,341,619 168,278,468 1,337

出産扶助 2,115,532 176,294 0

7,489,323 624,110 41

8,701,020 725,085 3

年間

葬祭扶助 6,053,810 504,484 4

就労自立給付金 453,191 37,766 8年間

合計 3,163,193,386 263,599,449 ―

進学準備給付金 1,100,000 91,667

保護施設事務費及び委託事務費
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4　令和５年度の生活保護申請、取下げ、却下、開始、廃止状況

②　生活保護受給世帯の自動車の保有状況

令和６年３月末の状況
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1

71

処分保留

処分指導

保護開始時保有し、今後就労するために必要

保有が認められないため処分指導中

保有承認

合計

27

28

4

11

台数

障害者、障害児の通院通所等のために必要

通勤用に必要

計

区分

56

事業用に必要

申請 取下げ 却下 開始 廃止 世帯

5月 17

人員

4月 7 1 1 10 9 1,519 2,072

1 2 6 14 1,516 2,069

6月 4 0 5 8 10 1,510 2,057

7月 13 1 2 4 17 1,504 2,043

8月 7 0 0 11 13 1,498 2,038

9月 12 0 0 12 9 1,497 2,034

10月 11 0 1 10 13 1,498 2,034

11月 12 1 2 7 11 1,492 2,027

12月 9 0 0 11 13 1,492 2,033

1月 9 0 1 6 13 1,485 2,028

2月 8 0 1 9 20

3月 11 0 0 10 11

-

1,481 2,030

-

1,471 2,016

合計 120 4 15 104 153



③　返還金及び徴収金の状況

1　返還金及び徴収金の適用状況

2　法第63条適用の主な内容

3　法第78条適用の主な内容
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90,000

2

雇用保険給付金 1 96,228 0 96,228

77,045

11,538,182 8,115,045

理由別

各種年金の遡及受給

資産売却

交通事故の補償金

2 145,309

扶助費算定誤り

扶助費の不正

その他

稼働収入の無申告

38 8,577,148 996,437

稼働収入の過小申告

任意保険金等の無申告

5

0その他

191,877

各種年金及び福祉各法に基づく給付の無申告

72

理由別

合計

556,650 132,150

件数 費用徴収決定額

労災補償金等の無申告 1

2,769,289 0 2,769,289

徴収済額

12 3,962,064 111,946

2,639,452

1,735,937 462,985

その他の稼働収入以外の収入 1

724,062

139,673 139,673

157,558 4,558

20

1,688,080 68,080

11,682,662 144,480

2 171,703 92,000 79,703 79,703

13

合計

26 1,720,045 0 1,720,045

2 184,421 0 184,421

2

179,421

21 6,740,976 52,480 6,688,496 4,402,407

8,577,148

件数 返還対象額 返還免除額 返還決定額 返還済額

72 11,682,662 11,538,182 0 0 38

63条 78条

件数 返還対象金額 返還決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額

77条

第63条 被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受けたときは、
保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品
に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならない。

第77条 被保護者に対して民法の規定により扶養の義務を履行しなければならない者があるとき
は、その義務の範囲内において、保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の全
部又は一部を、その者から徴収することができる。

第78条 不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさせた者があると

きは、保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の額の全部又は一部を、その者

から徴収するほかその徴収する額に百分の四十を乗じて得た額以下の金額を徴収することができ

る。



④　生活困窮者自立相談支援事業

1　自立相談支援事業

委託先 かま自立相談支援センター（嘉麻市社会福祉協議会）

委託料 13,489,300円

2　住居確保給付金事業

3　家計改善支援事業

委託先 かま自立相談支援センター（嘉麻市社会福祉協議会）

委託料 7,425,000円
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ひきこもりや不登校に関すること

15件 17件

30件

支給件数 支給金額

0件 0円

相談件数 支援プラン策定件数

11件

8件

0件

28件

169件

その他 13件

食べるものがない事に関すること

合計

家族関係や人間関係に関すること

0件

税金や公共料金に関すること

債務に関すること

仕事探しや就職に関すること

仕事上のトラブルに関すること

14件

10件

58件

4件

5件

自立支援相談件数 自立支援プラン策定件数

98件

相談内容 相談件数

病気や障害に関すること

住まいに関すること

収入や生活費に関すること

家賃やローンの支払いに関すること

18件



⑤　新型コロナウイルス感染症自宅待機買物困難世帯支援事業

1　事業概要

新型コロナウイルス感染症に罹患したことから外出ができず、周囲に支援者もいないため

買物が困難となり生活の維持ができなくなった世帯に対して買物支援を行いました。

事業としては、令和４年２月１０日から令和５年５月２日まで実施しました。

令和５年３月以降の支援実績はなく、本事業は令和５年度で終了しました。

2　事業実績
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合計 84世帯 454,150円

令和5年度 0世帯 0円

支援世帯数 支援金額

令和4年度 84世帯 454,150円


